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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第63期
第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

第62期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 220,954 110,955 479,157

経常利益 (百万円) 10,443 4,506 27,018

四半期(当期)純利益 (百万円) 4,657 1,752 16,517

純資産額 (百万円) ― 106,467 104,293

総資産額 (百万円) ― 194,754 189,348

１株当たり純資産額 (円) ― 1,412.83 2,749.14

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 68.49 25.77 485.81

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 49.3 49.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,908 ― 31,146

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,786 ― △17,890

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,285 ― △829

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 21,098 22,147

従業員数 (名) ― 13,888 13,164

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載していません。

４．従業員数は、就業人員数を表示しています。

５．平成20年４月１日付で、普通株式１株につき２株の株式分割を行っています。

なお、第62期における１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益について、当該株式分割が第62期首に行

われたと仮定した場合における各数値は以下のとおりです。

１株当たり純資産額　　　1,374円57銭

１株当たり当期純利益　　　242円90銭
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

平成20年７月22日に新たに設立したテイエス テック サン ラジャスタン プライベート リミテッドは、

当第２四半期連結会計期間より連結子会社となりました。

　

名称 住所
資本金又
は出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容

所有割合
(％)

被所有
割合
(％)

役員の
兼任等

資金
援助

営業上
の取引

設備の
賃貸借

テイエス テック サン
ラジャスタン プライベート
リミテッド

インド
ラジャスタン州

千印ルピー
250,000

四輪事業
85.0

(　25.0)
―

兼任 1名
出向 2名

― ― ―

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。

２　議決権の所有(被所有)割合欄の(内書)は間接所有割合です。

３　同社は特定子会社に該当します。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 13,888(2,983)

(注) １　従業員数は就業人員（当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者を

含む。）であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しています。

２　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 1,588( 904)

(注) １　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員

数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しています。

２　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

二輪事業 1,996

四輪事業 シート 89,519

内装品等 18,713

小計 108,233

その他事業 1,102

合計 111,332

(注) １　金額は販売価格により算出しました。
２　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

二輪事業 1,986 632

四輪事業 シート 92,300 34,279

内装品等 19,911 7,792

小計 112,211 42,071

その他事業 990 275

合計 115,189 42,979

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

二輪事業 1,975

四輪事業 シート 89,260

内装品等 18,644

小計 107,904

その他事業 1,074

合計 110,955

(注) １　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりです。

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

本田技研工業㈱ 23,894 21.5

ホンダオブアメリカマニュファクチュアリング
・インコーポレーテッド

19,325 17.4

２　上表の金額には、消費税等は含まれていません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日～９月30日）における世界経済は、中国及びアジア

諸国では拡大を維持したものの、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的金融不安や、原油

・原材料価格の高騰等の影響により、減速感が強まるなか推移しました。 

このような状況の中、北米地域では、新たにアキュラ新型ＴＬ用シートを受注し、９月よりテイエス 

テック ユーエスエー コーポレーションにおいて生産を開始したほか、昨年より稼動準備を進めてい

たテイエス テック インディアナ リミテッド ライアビリティー カンパニーが本格稼動し、ホンダシ

ビック用シートの供給を開始しました。

アジア地域では、タイ・インドネシアでホンダ新型ジャズ用シートの生産を開始するとともに、中国

においてはホンダ新型フィットの７月からの量産に向けた立上げ準備を進めてまいりました。

一方国内では、10月より発売されたホンダ新型オデッセイ用シート、ドアトリム等の量産立上げに取

組んできました。また、生産効率向上のための浜松工場（浜松）の生産集約や、ドアトリムを中心とす

る内装事業の競争力・収益力強化を目的とした埼玉工場（行田）への新内装工場建設などを決定しま

した。
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当第２四半期連結会計期間における売上高は、1,109億55百万円となりました。利益面では、営業利益

は46億96百万円、経常利益は45億６百万円、四半期純利益は17億52百万円となりました。

事業別売上高の状況につきましては、二輪事業では、国内市場における需要の伸び悩みに伴う受注減

少等により、売上高は19億75百万円となりました。

四輪事業では、中国、イギリス及びその他アジア地域の受注は好調に推移したものの、国内における

受注減少や為替換算上の影響等により売上高は1,079億４百万円となりました。主力製品の四輪車用

シートにつきましては、売上高は892億60百万円となりました。また、ドアトリム及びルーフトリムなど

の内装品等につきましては、売上高は186億44百万円となりました。

　その他事業では、売上高は10億74百万円となりました。
　

　　なお、所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりです。

（日本）

売上高は、主に主要客先からの受注の減少により、395億59百万円となりました。利益面では、受注減

少による影響や原材料価格の高騰、為替影響等により、42百万円の営業損失となりました。

（北米）

売上高は、主要客先からの受注はほぼ前期並みとなったものの為替換算上の影響等により、404億69

百万円となりました。利益面では、前期に発生したモデルチェンジ時の費用の減少等はあったものの、

受注機種構成の変化やインディアナ新工場の稼動準備費用等により、１億55百万円の営業損失となり

ました。

（中国）

売上高は、為替換算上の影響はあったものの、広州及び武漢における受注が引き続き好調に推移した

ことにより、169億５百万円となりました。利益面では、受注機種構成の変化や為替換算上の影響等によ

り、営業利益は17億48百万円となりました。

（その他の地域）

売上高は、イギリスやアジア地域において、為替換算上の影響はあったものの、総じて受注が好調に

推移したことにより、217億50百万円となりました。利益面では、好調な受注を背景に、営業利益は38億

58百万円となりました。

　

（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、1,947億54百万円と第１四半期連結会計期間末に比

べ56億88百万円（3.0％）の増加となりました。流動資産につきましては、1,206億53百万円と第１四半

期連結会計期間末に比べ69億70百万円（6.1％）の増加となりました。これは、当第２四半期連結会計

期間における税金等調整前四半期純利益の増加等により、現金及び預金が15億29百万円増加したこと、

受取手形及び売掛金が52億15百万円増加したことが主な要因です。固定資産につきましては、741億１

百万円と第１四半期連結会計期間末に比べ12億81百万円（1.7％）の減少となりました。これは、投資

有価証券の当第２四半期連結会計期間末における評価替え等により、投資その他の資産が18億52百万

円減少したことが主な要因です。
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当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、882億86百万円と第１四半期連結会計期間末に比

べ43億11百万円（5.1％）の増加となりました。流動負債につきましては、813億50百万円と第１四半期

連結会計期間末に比べ53億１百万円（7.0％）の増加となりました。これは、支払手形及び買掛金が17

億17百万円増加したこと、未払法人税等が８億16百万円増加したこと及び引当金が９億55百万円増加

したことが主な要因です。固定負債につきましては、69億36百万円と第１四半期連結会計期間末に比べ

９億90百万円（12.5％）の減少となりました。

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、1,064億67百万円と第１四半期連結会計期間末に比

べ13億76百万円（1.3％）の増加となりました。これは、その他有価証券評価差額金が13億39百万円減

少したものの、利益剰余金が17億52百万円増加したこと及び為替換算調整勘定が８億47百万円増加し

たことが主な要因です。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動により得られた資金は、24億56百万円となりました。これは、法人税等の支払額が10億87百

万円及び売上債権の増加額が35億82百万円となったものの、減価償却費が25億33百万円及び税金等調

整前四半期純利益が45億９百万円となったことなどによるものです。

投資活動により支出した資金は、29億14百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得によ

る支出が25億44百万円となったことなどによるものです。

財務活動により得られた資金は、９億96百万円となりました。これは主に、短期借入金の純増額が10

億69百万円となったことなどによるものです。

この結果、現金及び現金同等物は15億50百万円の増加となり、第２四半期連結会計期間末残高は、210

億98百万円となりました。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

（５）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

当グループは、第10次中期経営計画(平成20年４月１日～平成23年３月31日)のスタートにあたり、研

究開発活動における新たな行動要件として「原理原則に基づいた技術の追求と創造」を掲げ、引続き

積極的な商品開発に取組んでおります。

なお、当第２四半期連結会計期間における研究開発費の総額は、28億56百万円です。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画していた設備の新設についての

重要な変更は次のとおりです。　

会社名又は事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
当初

投資予定額
（百万円）

変更後
投資予定額
（百万円）

資金調達方法

在外
子会
社

テイエス テック（タイランド）
カンパニー リミテッド
（タイ アユタヤ県）

四輪事業
四輪車用シート及び
内装品製造設備等

1,921 1,251自己資金

（注）１　上記金額には、消費税等は含まれていません。

 ２　投資予定額のみの変更であり当初計画に対する生産能力への影響はありません。

 ３　完成後の増加能力については、仕様、工法及び生産シフト等の変化により、適切な算定が困難なため記載 　　　

 していません。
 

なお、当第２四半期連結会計期間において予定しておりました、テイエス テック サン ラジャスタン 

プライベート リミテッド及びテイエス テック ド ブラジル リミターダにおける設備投資につきまし

ては、第３四半期連結会計期間以降に繰延べることといたしました。
　

また、前四半期連結会計期間末に計画していた重要な設備の新設のうち、当第２四半期連結会計期間に

完了したものは、次のとおりです。

会社名又は事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月

提出
会社

本社
（埼玉県朝霞市）

本社機能 建屋改修等 211平成20年９月

埼玉工場
（埼玉県行田市）

四輪事業
四輪車用シート及び
内装品製造設備等

90平成20年９月

埼玉工場
（埼玉県川越市）

四輪事業
四輪車用内装品
製造設備等

177平成20年９月

鈴鹿工場
（三重県鈴鹿市）

四輪事業
四輪車用シート及び
内装品製造設備等

108平成20年９月

技術センター
（栃木県塩谷郡高根沢町）

二輪事業
四輪事業
その他事業

四輪車用シート、二輪車
用シート及び内装品の試
作・試験設備、金型設計
システム等

589平成20年９月

国内
子会
社　　

九州テイ・エス㈱
（熊本県菊池市）

二輪事業
四輪事業
その他事業

二輪車用シート、部品及
び四輪車用内装・外装品
製造設備等

169平成20年９月

在外
子会
社

テイエス トリム インダストリーズ 
インコーポレーテッド
（アメリカ オハイオ州）

四輪事業
四輪車用内装品
製造設備等

89平成20年９月

テイエス テック ユーエスエー 
コーポレーション
（アメリカ オハイオ州）

四輪事業
四輪車用シート
製造設備等

159平成20年９月

テイエス テック アラバマ リミテッド 
ライアビリティー カンパニー
（アメリカ アラバマ州）

四輪事業
四輪車用シート
製造設備等

18平成20年９月

広州提愛思汽車内飾系統有限公司
（中国 広東省）

四輪事業
四輪車用シート
製造設備等

348平成20年６月

テイエス テック（タイランド）
カンパニー リミテッド
（タイ アユタヤ県）

四輪事業
四輪車用シート及び
内装品製造設備等

202平成20年６月
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会社名又は事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月

在外
子会
社

テイエス テック サン（インディア） 
リミテッド
（インド ノイダ）

二輪事業
四輪事業

四輪車用シート
製造設備等

109平成20年９月

テイエス テック ユーケー リミテッド
（イギリス ウィルシャー）

四輪事業
四輪車用シート
製造設備等

139平成20年６月

（注）１　上記金額には、消費税等は含まれていません。

 ２　上記投資額には、リース契約による賃借設備を含めています。

 ３　完成後の増加能力については、仕様、工法及び生産シフト等の変化により、適切な算定が困難なため記載 　　　

 していません。

　
なお、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 272,000,000

計 272,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,000,00068,000,000
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 68,000,00068,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当する事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当する事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 68,000 ― 4,700 ― 5,121
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 15,360,00022.59

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,458,700 6.56

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 2,451,800 3.61

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,199,000 3.23

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(中央三井アセット
信託銀行再信託分・株式会社三
井住友銀行退職給付信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,199,000 3.23

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,949,300 2.86

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 1,920,000 2.82

住友生命保険相互会社(常任代理
人日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社)

東京都中央区築地七丁目18番24号 1,840,000 2.71

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,780,000 2.62

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤七丁目４番１号 1,720,000 2.53

計 ― 35,877,80052.76

(注) １　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　　　　　　 　　　　　4,458,700株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　　　　　　 　　　　　2,199,000株 

(中央三井アセット信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職給付信託口) 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　　　　　　 　　　　　1,949,300株

２　JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びその共同保有者であるハイブリッジ・キャピタル・マネ

ジメント・エルエルシーから、大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、次のとおり株式を保有して

いる旨の報告を受けていますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認が

できませんので、上記大株主の状況では考慮していません。 

平成20年８月６日　　報告義務発生日　平成20年７月31日

氏名又は名称 住所
保有株式数
(株)

株券等保有割合(％)

JPモルガン・アセット・マネジ
メント株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 2,447,600 3.60

ハイブリッジ・キャピタル・マ
ネジメント・エルエルシー

アメリカ合衆国ニューヨーク州10019
ニューヨークウェスト57ストリート９

198,500 0.29

計 ― 2,646,100 3.89

３　株式会社三菱東京UFJ銀行及びその共同保有者である三菱UFJ信託銀行株式会社、三菱UFJ投信株式会社、国際投

信投資顧問株式会社から、大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、次のとおり株式を保有している

旨の報告を受けていますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができ

ない部分については、上記大株主の状況では考慮していません。なお、株式会社三菱東京UFJ銀行については、

実質所有株式数の確認ができましたので、上記大株主の状況に記載しています。 

平成20年９月16日　　報告義務発生日　平成20年９月８日

氏名又は名称 住所
保有株式数
(株)

株券等保有割合(％)

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,199,000 3.23

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 2,259,300 3.32

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 71,500 0.11

国際投信投資顧問株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 93,000 0.14

計 ― 4,622,800 6.80
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ―

議決権制限株式(自己株式等) ―

議決権制限株式(その他)

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式　　　　　　1,300
―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　　 67,990,800 679,908

単元未満株式 普通株式　　　　　　7,900 ―

発行済株式総数 68,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 679,908 ―

(注)　１単元は100株であります。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
テイ・エス　テック株式会社

埼玉県朝霞市栄町
三丁目７番27号

1,300 ― 1,300 0.0

計 ― 1,300 ― 1,300 0.0

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,7791,9952,0851,8141,8001,574

最低(円) 1,5401,6021,6661,5311,513 982

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令

第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ています。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,201 22,252

受取手形及び売掛金 68,063 63,142

製品 2,544 2,261

仕掛品 2,211 2,127

原材料及び貯蔵品 18,836 19,101

その他 7,908 7,598

貸倒引当金 △112 △113

流動資産合計 120,653 116,370

固定資産

有形固定資産 ※1
 54,634

※1
 53,173

無形固定資産 2,301 1,884

投資その他の資産 ※2
 17,165

※2
 17,919

固定資産合計 74,101 72,977

資産合計 194,754 189,348

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 52,691 55,101

短期借入金 12,633 9,473

未払法人税等 2,781 2,325

引当金 1,682 1,625

その他 11,561 9,668

流動負債合計 81,350 78,194

固定負債

引当金 172 1,535

その他 6,763 5,324

固定負債合計 6,936 6,859

負債合計 88,286 85,054

純資産の部

株主資本

資本金 4,700 4,700

資本剰余金 5,163 5,163

利益剰余金 82,203 79,334

自己株式 △2 △2

株主資本合計 92,063 89,194

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,570 6,130

為替換算調整勘定 △2,564 △1,855

評価・換算差額等合計 4,006 4,274

少数株主持分 10,397 10,824

純資産合計 106,467 104,293

負債純資産合計 194,754 189,348
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 220,954

売上原価 198,046

売上総利益 22,908

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 3,022

給料及び手当 4,128

その他 5,408

販売費及び一般管理費合計 12,559

営業利益 10,348

営業外収益

受取利息 295

受取配当金 185

持分法による投資利益 257

その他 330

営業外収益合計 1,068

営業外費用

支払利息 211

為替差損 734

その他 27

営業外費用合計 974

経常利益 10,443

特別利益

固定資産売却益 119

その他 7

特別利益合計 126

特別損失

固定資産売却損 4

固定資産除却損 149

その他 0

特別損失合計 154

税金等調整前四半期純利益 10,415

法人税、住民税及び事業税 3,763

法人税等合計 3,763

少数株主利益 1,994

四半期純利益 4,657
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 110,955

売上原価 99,949

売上総利益 11,006

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,495

給料及び手当 2,000

その他 2,813

販売費及び一般管理費合計 6,309

営業利益 4,696

営業外収益

受取利息 161

受取配当金 96

持分法による投資利益 149

その他 181

営業外収益合計 589

営業外費用

支払利息 112

為替差損 656

その他 11

営業外費用合計 780

経常利益 4,506

特別利益

固定資産売却益 90

その他 4

特別利益合計 94

特別損失

固定資産売却損 0

固定資産除却損 90

その他 0

特別損失合計 91

税金等調整前四半期純利益 4,509

法人税、住民税及び事業税 1,850

法人税等合計 1,850

少数株主利益 906

四半期純利益 1,752
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 10,415

減価償却費 4,826

受取利息及び受取配当金 △481

支払利息 211

持分法による投資損益（△は益） △257

有形固定資産売却損益（△は益） △114

有形固定資産除却損 149

売上債権の増減額（△は増加） △4,859

たな卸資産の増減額（△は増加） △199

仕入債務の増減額（△は減少） △1,469

その他 △274

小計 7,947

利息及び配当金の受取額 490

利息の支払額 △206

法人税等の支払額 △3,323

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,908

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,325

有形固定資産の売却による収入 223

その他 △684

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,786

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,721

配当金の支払額 △747

少数株主への配当金の支払額 △624

その他 △63

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,285

現金及び現金同等物に係る換算差額 △456

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,048

現金及び現金同等物の期首残高 22,147

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 21,098
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至  平成20年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

（1）連結の範囲の変更

当第２四半期連結会計期間から、新たに設立した

テイエス テック サン ラジャスタン プライベー

ト リミテッドを連結の範囲に含めています。

（2）変更後の連結子会社の数　　　29社

２　会計処理基準に関する事項の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価

基準については、原価法から原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更しています。

なお、これによる損益およびセグメント情報に与

える影響は軽微です。　　　

（2）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱いの適用     

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会

　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を第１

四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要

な修正を行っています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第

２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益はそれぞれ267百万円

増加し、また利益剰余金は1,037百万円減少してい

ます。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しています。　

（3）リース取引に関する会計基準等の適用　　　　

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月

30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日

　企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連

結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リー

ス資産として計上しています。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する

方法によっています。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

き続き採用しています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、リー

ス資産が有形固定資産に391百万円計上されてい

ます。なお、これによる損益およびセグメント情報

に与える影響は軽微です。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

１　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっています。

２　原価差異の配賦方法

予定価格等を適用しているために原価差異が生じ

た場合、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への

配賦を年度決算と比較して簡便的に実施する方法

によっています。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計

年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっています。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する

加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す

る方法によっています。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前

連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法に

よっています。

 

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

　税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結累計期間

を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効

税率を乗じて計算しています。

なお、法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示しています。
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【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

１　役員退職慰労引当金

当社は従来、役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の100％を役員退職

慰労引当金として計上してきましたが、平成20年

６月24日開催の定時株主総会において役員退職慰

労金制度廃止に伴う打切り支給を決議しました。

この結果、第１四半期連結会計期間中に退任した

役員への支給分を除く、当該定時株主総会終了時

までの期間に対応する役員退職慰労金相当額を、

固定負債の「その他」に計上しています。

２　減価償却費

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、第１四半期連結会計期間より既存資産を含め

た機械及び装置について、改正後の法人税法に基

づく耐用年数に従い減価償却を行っています。

なお、これによる損益およびセグメント情報に与

える影響は軽微です。

３　企業結合

平成20年７月25日開催の当社取締役会において、

連結子会社であるテイエス テック トリムフィリ

ピンズ インコーポレーテッドと、テイエス テッ

ク フィリピンズ インコーポレーテッドを合併す

ることを決議いたしました。 

なお、合併に伴う企業結合に関する事項の概要は、

以下のとおりです。

　（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　 テイエス テック トリム フィリピンズ インコ

       ーポレーテッド（事業の概要：四輪車用シート

       及び内装品の製造・販売）及びテイエス テッ

       ク フィリピンズ インコーポレーテッド（事業

　　 　の概要：不動産業）

　（2）企業結合の法的形式

　　　 共通支配下の取引

　（3）結合後企業の名称

　　　 テイエス テック トリム フィリピンズ インコ

       ーポレーテッド

　（4）取引の目的を含む取引の概要

　　　 経営の更なる強化及び効率化を進めるための合

　　　 併です。

　（5）合併期日

　　　 平成20年12月（予定）

　（6）会計処理の概要

　　　 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　

　　　 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及

　　　 び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

　　　 業会計基準委員会　最終改正平成18年12月22日　

　　　 企業会計基準適用指針第10号）に基づいて実施

　　　 する予定です。　
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、
73,724百万円です。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
投資その他の資産　　　　　　 　　211百万円

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、
69,630百万円です。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
投資その他の資産　　　　　　 　　199百万円

 

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

天津提愛思塑料製
品有限公司

40金融機関からの借入金

従業員 331

テイ・エス テック
「社員住宅ローン」制
度による金融機関から
の借入金

　 ４　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　57百万円
 

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

天津提愛思塑料製
品有限公司

40金融機関からの借入金

重慶提愛思塑料製
品有限公司

18金融機関からの借入金

従業員 369

テイ・エス テック
「社員住宅ローン」制
度による金融機関から
の借入金

　 ４　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　 117百万円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

当第２四半期連結累計期間

該当する事項はありません。

当第２四半期連結会計期間

該当する事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（百万円）

現金及び預金勘定 　21,201　　

　　　計 　21,201

預入期間が３か月を超える定期預

金
　　△94

その他 　 　△9

現金及び現金同等物 　21,098
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 68,000,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,310

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当する事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 747 22平成20年３月31日 平成20年６月25日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

　　　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月31日
取締役会

普通株式 747 11平成20年９月30日 平成20年12月１日 利益剰余金

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　
平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間より適用し、連結決算上必要な修正
を行った結果、利益剰余金は前連結会計年度末に対して1,037百万円減少しています。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っていますが、当第２四半期連結会計期間におけるリース

取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当第２四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して

著しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当する事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）
　

当社及び連結子会社は、四輪車用シート及び四輪車用内装品、二輪車用シート及び二輪車用附属用品等

の製造を行っています。

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める四輪事業の割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本
(百万円)

北米　
(百万円)

中国
(百万円)

その他の地域
　　　（百万
円）

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

32,83940,46815,956 21,690110,955 ― 110,955

　(2) セグメント間
　　　の内部売上高
　　　又は振替高

6,719 0 948 60 7,728(7,728) ―

計 39,55940,46916,905 21,750118,684(7,728)110,955

営業利益又は営業損
失（△）

△42 △155 1,748 3,858 5,408 (711) 4,696

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域

　（1）北米………………アメリカ・カナダ・メキシコ

　（2）中国………………中国・香港

　（3）その他の地域……タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル

３ 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間よ

り、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会

平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要な修正を行っています。この変更に伴い、

当第２四半期連結会計期間において、「中国」について、営業費用が57百万円少なく、営業利益は57百万円多

く、「その他の地域」について、営業費用が36百万円少なく、営業利益は36百万円多く計上されています。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本
(百万円)

北米　
(百万円)

中国
(百万円)

その他の地域
　　　（百万
円）

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

66,71379,10231,144 43,994220,954 ― 220,954

　(2) セグメント間
　　　の内部売上高
　　　又は振替高

14,235 4 1,944 82 16,267(16,267) ―

計 80,94979,10733,088 44,077237,222(16,267)220,954

営業利益又は営業損
失（△）

1,344 △318 3,830 7,033 11,889(1,540)10,348

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域

　（1）北米………………アメリカ・カナダ・メキシコ

　（2）中国………………中国・香港

　（3）その他の地域……タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル

３ 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間よ

り、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成

18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要な修正を行っています。この変更に伴　い、当第

２四半期連結累計期間において、「中国」について、営業費用が155百万円少なく、営業利益は155百万円多く、

「その他の地域」について、営業費用が111百万円少なく、営業利益は111百万円多く計上されています。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

北米 中国 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 40,491 16,012 21,800 78,304

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 110,955

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

36.5 14.4 19.7 70.6

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっております。

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

　（1）北米……………アメリカ・カナダ・メキシコ 

　（2）中国……………中国・香港 

　（3）その他の地域…タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

北米 中国 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 79,149 31,376 44,159 154,684

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 220,954

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

35.8 14.2 20.0 70.0

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっております。

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

　（1）北米……………アメリカ・カナダ・メキシコ 

　（2）中国……………中国・香港 

　（3）その他の地域…タイ・フィリピン・インド・イギリス・インドネシア・ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

　

(企業結合等関係)

該当する事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,412円83銭 2,749円14銭
 

　

(注) １　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 106,467 104,293

普通株式に係る純資産額(百万円) 96,070 93,469

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 10,397 10,824

普通株式の発行済株式数(千株) 68,000 34,000

普通株式の自己株式数(千株) 1 0

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

67,998 33,999

２　当社は、平成20年４月１日付をもって、普通株式１株につき２株の割合で分割しました。

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は1,374

円57銭です。

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 68円49銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －　　　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 4,657

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 4,657

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 67,998

３　当社は、平成20年４月１日付をもって、普通株式１株につき２株の割合で分割しました。
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 第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 25円77銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,752

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,752

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 67,998

３　当社は、平成20年４月１日付をもって、普通株式１株につき２株の割合で分割しました。

　

(重要な後発事象)

　　該当する事項はありません。

　

２【その他】

第63期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年10月31日開催

の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。

（1）配当金の総額 747百万円

（2）１株当たりの金額 11円00銭

（3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２０年１１月７日

テイ・エス　テック株式会社

取　締　役　会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　本　保　範　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　沼　田　敦　士　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテ

イ・エス　テック株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半

期連結会計期間(平成２０年７月１日から平成２０年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２

０年４月１日から平成２０年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テイ・エス　テック株式会社及び連結子会社の

平成２０年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結

累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を当連結会計年度の第１四半期連結会

計期間から適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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